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海洋生物資源の保存及び管理に関する基本計画 変更新旧対照表 

改 正 案 現  行 

 

第１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する基本方針 

 

 １ 基本理念 

     排他的経済水域等における水産資源は、我が国が主権ないし主権的権

利を有する資源であることから、科学的知見に基づき適切に管理するこ

とにより、その持続的利用を確保し、水産業の健全な発展と水産物の安

定供給の確保を図る。その場合、資源の保存・管理の担い手は漁業者で

あることに鑑み、漁業者の積極的な取組を助長するよう所要の施策を講

ずるものとする。 

     このため、 

 （１）水産資源の動向、他の水産資源との関係等の生物学的知見を踏まえ、

水産物供給の担い手である漁業の経営状況等にも十分配慮しなが

ら、水産政策審議会、漁業調整委員会等において関係者の合意を形

成しつつ、漁獲量及び漁獲努力量について適切な資源管理方策を実

施する。  

 （２）また、資源及び漁業の特性に応じて、魚種や系群ごとの資源状況を

踏まえた具体的な資源管理措置を漁業種類ごと、必要に応じ地域や

期間ごとに定め、適切な資源管理を推進する。 

  

 ２ 漁獲量及び漁獲努力量の管理 

     （略） 

  

 ３ 資源管理指針・資源管理計画の推進 

 

第１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する基本方針 

 

 １ 基本理念 

     排他的経済水域等における水産資源は、我が国が主権ないし主権的権

利を有する資源であることから、科学的知見に基づき適切に管理するこ

とにより、その持続的利用を確保し、水産業の健全な発展と水産物の安

定供給の確保を図る。その場合、資源の保存・管理の担い手は漁業者で

あることに鑑み、漁業者の積極的な取組を助長するよう所要の施策を講

ずるものとする。 

     このため、 

 （１）水産資源の動向、他の水産資源との関係等の生物学的知見を踏まえ、

水産物供給の担い手である漁業の経営状況等にも十分配慮しなが

ら、水産政策審議会、漁業調整委員会等において関係者の合意を形

成しつつ、漁獲量及び漁獲努力量について適切な資源管理方策を実

施する。  

 （２）特に資源状態が悪化しているものについては目標を設定して資源の

回復を図るとともに、資源の回復措置が漁業経営に著しい悪影響を

及ぼす場合には、経営安定のために所要の対策を図る。 

  

 ２ 漁獲量及び漁獲努力量の管理 

     （略） 

  

 ３ 資源回復計画の推進 

別 紙 ２ 
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     海洋生物資源の資源状況は、海域ごと、また魚種や系群ごとにそれぞ

れ異なるが、資源状況や当該資源を利用する漁業実態等を踏まえた適切

な資源管理措置を講じることにより、資源状況の回復・維持を図る必要

がある。そのため、海洋生物資源ごとの資源管理の方向性や内容を定め

た資源管理指針を策定するとともに、それに基づき、具体的な資源管理

措置を内容とする資源管理計画について、漁業者等による作成及び実施

を推進し、計画的かつ機動的な資源管理を図る。 

     この場合、計画的に資源管理に取り組む意欲のある者が、減収を恐れ

ずにこれらの取組を実施することができるよう、資源管理・収入安定対

策を講じる。 

 

第２ 特定海洋生物資源ごとの動向に関する事項 

 

 １ 第１種特定海洋生物資源ごとの動向 

 

 （１）さんまの動向  

       我が国周辺水域で漁獲対象とされるさんまは、北西太平洋に広く分

布し、これらが秋季に日本近海に来遊する。 

       ２０１０年の日本の漁獲量は、１９．３万トンであり、約１０年ぶ

りに２０万トンを割り込んだ。 

       資源水準は、過去のＣＰＵＥ（１操業あたりの漁獲量）の比較に

おいて、中位水準にあると判断される。また、資源量は２００８年以

降、減少傾向を示したものの、２０１１年は上昇したことから、動向

は横ばいと判断される。 

 

 

 （２）すけとうだらの動向 

       我が国周辺水域のすけとうだらは、北海道周辺及び東北沿岸に分布

     緊急に資源の回復を図ることが必要な魚種を対象に、減船、休漁等を

含む漁獲努力量の削減をはじめ、積極的な資源培養、漁場環境の保全等

を内容とする資源回復計画を作成するとともに、それに基づく具体的な

取組を総合的に推進する。  

     この場合、減船、休漁等の措置は、中長期的には資源の回復により漁

業経営の改善に資するものであるが、短期的には漁業経営に著しい影響

を及ぼす場合もありうることから、こうした影響を緩和するための経営

安定対策により、資源回復の円滑な推進を図る。 

 

 

 

第２ 特定海洋生物資源ごとの動向に関する事項 

 

 １ 第１種特定海洋生物資源ごとの動向 

 

 （１）さんまの動向 

       我が国周辺水域で漁獲対象とされるさんまは、北西太平洋に広く分

布し、これらが秋季に日本近海に来遊する。 

       ２００９年の日本の漁獲量は、３１万トンであり、２年連続して３

０万トンを超えた。 

       資源水準は、過去のＣＰＵＥ（１操業あたりの漁獲量）の比較にお

いて、昨年の高位から中位になったと判断される。最近５年間では、

２００９年のＣＰＵＥは最低であり、また、資源量は２００９年３

５１万トン、２０１０年２２１万トンと減少傾向にあることから、

動向は減少と判断される。 

 

 （２）すけとうだらの動向 

       我が国周辺水域のすけとうだらは、北海道周辺及び東北沿岸に分布
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しており、生息域の分布等によって太平洋北部に分布する太平洋系

群、日本海北部に分布する日本海北部系群、オホーツク海に分布す

るオホーツク海南部及び根室海峡に産卵場を有する根室海峡の４つ

の評価単位に分かれている。この中でもっとも資源の大きな太平洋

系群は、２００５年級群が卓越年級群となり良い加入となったもの

の、その後に続く良い加入は確認されておらず、２０１１年の資源

量は８２万トンであり、資源水準は中位、動向は横ばいと判断され

る。日本海北部系群については、２００６年級群の良い加入があっ

たものの、その後の加入が悪く、資源水準は依然として低位であり、

動向は横ばいと判断される。オホーツク海南部は、資源水準は低位

で動向は増加と判断される。根室海峡については資源水準は低位、

動向は横ばいである。 

 

 （３）まあじの動向 

       我が国周辺水域のまあじは、太平洋に分布する太平洋系群と日本海

及び東シナ海に分布する対馬暖流系群とに大別されるが、当該資源

の分布域は資源状態により大きく異なり、両系群は一部水域におい

て混在して分布している。太平洋系群及び対馬暖流系群の２０１１

年資源量はそれぞれ６万トン、５４万トンで、水準はいずれも中位、

動向はそれぞれ減少、横ばいと判断される。当該資源は、新規加入

群の状況及び海域によって変動が大きいことから、資源動向につい

て注視する必要がある。 

 

 （４）まいわしの動向 

       我が国周辺水域のまいわしは、太平洋に分布する太平洋系群と日本

海及び東シナ海に分布する対馬暖流系群とに大別される。当該資源

は、これまで数十年単位で大きく変動してきており、その資源状況

によって分布域が大きく変化することが知られている。両系群とも

しており、生息域の分布等によって太平洋北部に分布する太平洋系

群、日本海北部に分布する日本海北部系群、オホーツク海に分布す

るオホーツク海南部及び根室海峡に産卵場を有する根室海峡の４つ

の評価単位に分かれている。この中でもっとも資源の大きな太平洋

系群は、２００５年級群が卓越年級群となり良い加入となったもの

の、その後に続く加入が見られておらず、２０１０年の資源量は９

０万トンであり、資源水準は中位、動向は横ばいと判断される。日

本海北部系群については、２００６年級群の良い加入があったため、

２０１０年の資源量は１０万トンまで回復したが、資源水準は依然

として低位であり、動向は横ばいと判断される。オホーツク海南部

は、資源水準は低位で動向は増加と判断される。根室海峡について

は資源水準は低位、動向は横ばいである。 

 

 （３）まあじの動向 

       我が国周辺水域のまあじは、太平洋に分布する太平洋系群と日本海

及び東シナ海に分布する対馬暖流系群とに大別されるが、当該資源

の分布域は資源状態により大きく異なり、両系群は一部水域におい

て混在して分布している。太平洋系群及び対馬暖流系群の２０１０

年資源量はそれぞれ８万トン、４９万トンで、水準はいずれも中位、

動向はそれぞれ減少、横ばいと判断される。当該資源は、新規加入

群の状況及び海域によって変動が大きいことから、資源動向につい

て注視する必要がある。 

 

 （４）まいわしの動向 

       我が国周辺水域のまいわしは、太平洋に分布する太平洋系群と日本

海及び東シナ海に分布する対馬暖流系群とに大別される。当該資源

は、これまで数十年単位で大きく変動してきており、その資源状況

によって分布域が大きく変化することが知られている。両系群とも
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１９８８年から１９８９年を境として漁獲量が大幅に減少し、近年

は低い水準で推移している。 

       当該資源の状況は、両系群ともに資源水準は低位であるが、太平洋

系群の資源量が２０１０年４６万トンから２０１１年６３万トン、

対馬暖流系群は、２０１０年３．４万トンから２０１１年５．８万

トンと増加していることから動向は増加と判断される。しかし、親

魚量は低い水準にあり、また当該資源は、新規加入群の状況及び海

域によって変動が大きいことから、資源動向について注視する必要

がある。 

 

 （５）まさば及びごまさばの動向 

       我が国周辺水域のまさばは、太平洋に分布する太平洋系群と日本海

及び東シナ海に分布する対馬暖流系群に、また、ごまさばは、太平

洋に分布する太平洋系群と主に東シナ海に分布する東シナ海系群に

大別され、それぞれ両系群は一部水域において混在して分布してい

る。全般としてはごまさばは、まさばに比べ南方域に分布している

が、近年、太平洋では東北水域まで分布がみられている。 

       資源の状況は、まさばは、太平洋系群については資源水準は低位な

がら２００４年・２００７年・２００９年と豊度の高い加入があり

資源量は２０１１年８９万トンで、動向としては横ばいと判断され

る。対馬暖流系群の資源量は２０１１年８８万トンで、資源水準は

中位であり、動向は過去５年間（２００６～２０１０年）の資源量

が増加傾向にあることから、増加と判断される。ごまさばは、太平

洋系群の資源量は２０１１年５０万トンで資源水準は高位であり、

動向は横ばいと判断される。東シナ海系群の資源量は２０１１年１

６万トンで資源水準は中位であり、動向は横ばいと判断される。ま

さば及びごまさばは、共に新規加入群の状況によって変動が大きい

ことから、資源動向について今後とも注視する必要がある。 

１９８８年から１９８９年を境として漁獲量が大幅に減少し、近年

は低い水準で推移している。 

       当該資源の状況は、両系群ともに資源水準は低位であるが、太平洋

系群の資源量が２００９年２０万トンから２０１０年３９万トン、

対馬暖流系群は参考値ながら、２００９年２．８万トンから２０１

０年３．６万トンと増加していることから動向は増加と判断される。

しかし、親魚量はかなり低い水準にあり、また当該資源は、新規加

入群の状況及び海域によって変動が大きいことから、資源動向につ

いて注視する必要がある。 

 

 （５）まさば及びごまさばの動向 

       我が国周辺水域のまさばは、太平洋に分布する太平洋系群と日本海

及び東シナ海に分布する対馬暖流系群に、また、ごまさばは、太平

洋に分布する太平洋系群と主に東シナ海に分布する東シナ海系群に

大別され、それぞれ両系群は一部水域において混在して分布してい

る。全般としてはごまさばは、まさばに比べ南方域に分布している

が、近年、太平洋では東北水域まで分布がみられている。 

       資源の状況は、まさばは、太平洋系群については資源水準は低位な

がら２００４年・２００７年・２００９年と豊度の高い加入があり

資源量は２０１０年８８万トンで、動向としては横ばいと判断され

る。対馬暖流系群の資源量は２０１０年７９万トンで、資源水準は

昨年の低位から中位となり、動向は過去５年間（２００５～２００

９年）の資源量が増加傾向にあることから、増加と判断される。ご

まさばは、太平洋系群は資源水準は高位にあるが、資源量が２００

５年の６５万トンをピークに２０１０年は５１万トンに減少してい

ることから、動向は減少と判断される。東シナ海系群の資源量は２

０１０年１６万トンで資源水準は中位であり、近年の資源量・親魚

量がともに減少傾向にあるので、動向は減少と判断される。まさば
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 （６）するめいかの動向 

       我が国周辺水域のするめいかは、日本近海に広く分布し、季節によ

り南北に大きく回遊するが、主に１～３月に東シナ海で発生する冬

季発生系群と、１０～１２月に北陸沿岸域から東シナ海で発生する

秋季発生系群とに大別される。 

       資源の状況は、資源量をみると、冬季発生系群は、２０１１年で９

０万トンと資源水準は中位、動向は減少と判断される。秋季発生系群

は、近年中位～高位水準であり、２０１１年は１３５万トンとなり、

水準は高位、動向は横ばいにあると判断される。 

当該資源は、海洋環境によって変動が大きいことから、資源動向

について注視する必要がある。 

 

 

 （７）ずわいがにの動向 

       我が国周辺水域のずわいがには、日本海大陸棚の縁辺部、大和堆、

銚子以北の太平洋岸及びオホーツク海の水深１５０～７５０メート

ルの範囲に分布し、生息域の分布によって、オホーツク海系群、太

平洋北部系群、日本海系群及び北海道西部系群に分けられる。資源

の状況をみると、この中でもっとも資源の大きな日本海系群は、富

山県以西（Ａ海域）では１９９０年代後半から資源は回復傾向にあ

り、以前は低位であった資源水準が中位に回復した。２００７年以

降の資源量の推移より、資源動向は減少と判断される。新潟県以北

（Ｂ海域）では、資源水準は昨年の中位から高位、動向は増加と判

断される。また、オホーツク海系群の資源水準は低位で動向は横ば

い、太平洋北部系群の資源水準は中位で横ばい、北海道西部系群の

及びごまさばは、共に新規加入群の状況によって変動が大きいこと

から、資源動向について今後とも注視する必要がある。 

 

 （６）するめいかの動向 

       我が国周辺水域のするめいかは、日本近海に広く分布し、季節によ

り南北に大きく回遊するが、主に１～３月に東シナ海で発生する冬

季発生系群と、１０～１２月に北陸沿岸域から東シナ海で発生する

秋季発生系群とに大別される。 

       資源の状況は、資源量をみると、冬季発生系群は、２００９年で１

１８万トン、２０１０年で６９万トンと資源水準は中位、動向は横ば

いと判断される。秋季発生系群は、近年中位～高位水準であり、２０

１０年は１１９万トンとなり、水準は高位、動向は横ばいにあると判

断される。 

当該資源は、海洋環境によって変動が大きいことから、資源動向

について注視する必要がある。 

 

 （７）ずわいがにの動向 

       我が国周辺水域のずわいがには、日本海大陸棚の縁辺部、大和堆、

銚子以北の太平洋岸及びオホーツク海の水深１５０～７５０メート

ルの範囲に分布し、生息域の分布によって、オホーツク海系群、太

平洋北部系群、日本海系群及び北海道西部系群に分けられる。資源

の状況をみると、この中でもっとも資源の大きな日本海系群は、富

山県以西（Ａ海域）では１９９０年代後半から資源は回復傾向にあ

り、２０００年代に複数の豊度が高い年級群が加入したことにより、

以前は低位であった資源水準が中位に回復した。２００８，２００

９年と資源量は減少したが、２０１０年は増加し、資源動向は横ば

いと判断される。新潟県以北（Ｂ海域）では、資源水準は中位、動

向は横ばいと判断される。また、オホーツク海系群の資源水準は低
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資源水準は中位で横ばいであると判断される。 

 

 

 ２ 第２種特定海洋生物資源ごとの動向 

 

 （１）日本海西部海域のあかがれいの動向 

       日本海西部海域のあかがれいは、当該海域の水深１５０～９００メ

ートルの広範囲にわたり分布している。当該海域のあかがれいを主

として漁獲する沖合底びき網漁業の漁獲量は、データが揃っている

１９９１年以降の新潟県以西の漁獲量をみると、１９９５年頃まで

増加を続け、その後は３，０００トン台で安定していた。近年は卓

越年級群の加入により動向としては横ばい傾向にあり、２０１０年

の漁獲量は約５，５００トンであった。しかし、沖合底びき網漁業

のみで５，０００トン以上漁獲していた１９８０年代前半と比べる

と、資源水準は依然中位であると判断される。 

 

 （２）宗谷海峡海域のいかなごの動向 

       宗谷海峡海域のいかなごは、当該海域の水深４０～８０メートルに

分布している。当該海域の近年のいかなご類の漁獲量は１９９５年

の５６，０００トンをピークに減少傾向にある中で、２０１０年は

前年を上回り、２２，０００トンに増加した。 

       資源状態の指標である沖合底びき網漁業の過去のＣＰＵＥ（１網あ

たりの漁獲量）の動向や近年の漁獲物体長組成などから資源水準は

中位で、動向は横ばいと判断される。 

 

 

 

  （３）太平洋北部海域のさめがれいの動向 

位で動向は増加、太平洋北部系群の資源水準は中位で横ばい、北海

道西部系群の資源水準は中位で横ばいであると判断される。 

 

 ２ 第２種特定海洋生物資源ごとの動向 

 

 （１）日本海西部海域のあかがれいの動向 

       日本海西部海域のあかがれいは、当該海域の水深１５０～９００メ

ートルの広範囲にわたり分布している。当該海域のあかがれいを主

として漁獲する沖合底びき網漁業の漁獲量は、データが揃っている

１９９１年以降の新潟県以西の漁獲量をみると、１９９５年頃まで

増加を続け、その後は３，０００トン台で安定していた。近年は卓

越年級群の加入により動向としては横ばい傾向にあり、２００９年

の漁獲量は近年では最高の約５，７００トンであった。しかし、沖

合底びき網漁業のみで５，０００トン以上漁獲していた１９８０年

代前半と比べると、資源水準は依然中位であると判断される。 

 

 （２）宗谷海峡海域のいかなごの動向 

       宗谷海峡海域のいかなごは、当該海域の水深４０～８０メートルに

分布している。当該海域のいかなご類の漁獲量は１９９５年の５２，

０００トンをピークに減少傾向にある中で、２００７年は約１６，

０００トンと前年を大きく下回り、２００８・２００９年は約１４，

０００トンで２００７年と同程度であった。 

       資源状態の指標である沖合底びき網漁業の過去のＣＰＵＥ（１網あ

たりの漁獲量）の動向や近年の漁獲物体長組成などから資源水準は

昨年の低位から中位となり、動向は横ばいと判断される。（いかなご

類（いかなご及びきたいかなご）の資源評価による）。 

 

  （３）太平洋北部海域のさめがれいの動向 
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       太平洋北部海域のさめがれいは、当該海域の水深１５０～１，００

０メートルの広範囲にわたり分布している。当該海域のさめがれい

を主として漁獲する東北海区の沖合底びき網漁業による漁獲量は、

１９７８年の６，３００トンをピークにその後年々減少し、１９９

８年には１０８トンまで減少した。その後、やや増加し、２０１０

年には２２８トンとなっている。 

       沖合底びき網漁業のＣＰＵＥ（１網あたりの漁獲量）の推移から資

源水準は低位で、動向は横ばいと判断される。 

 

 

 （４）瀬戸内海海域のさわらの動向 

       瀬戸内海海域のさわらは、冬を紀伊水道以南の太平洋沿岸及び伊予

灘･豊後水道域で過ごし、春には紀伊水道及び豊後水道を経て内海へ

来遊し、秋に外海へ移出する。 

       瀬戸内海におけるさわらの漁獲量は、１９８６年には６，３７８ト

ンであったが、１９９８年には１９９トンにまで減少した。その後

は徐々に増加し、２００４年は１，４６５トンまで回復したが、２

０１０年には１，４４４トンと若干減少した。資源量は、１９９８

年を最低水準として２００３年には３，６４５トンまで回復した。

その後は緩やかに減少し、２００７年は２，８９２トンとなったが、

２０１０年は４，６０７トンと増加した。これらにより、資源水準

は低位、動向は増加と判断される。 

 

 （５）伊勢湾・三河湾海域のとらふぐの動向 

       伊勢湾・三河湾海域のとらふぐ資源は、不定期に発生する卓越年級

群の動向により大きく変動する。１９９９年及び２００１年級群が

卓越したことによって、２００２年漁期の資源量は高い水準にあっ

たが、２００２年級群が平年並み、２００３年～２００４年級群は

       太平洋北部海域のさめがれいは、当該海域の水深１５０～１，００

０メートルの広範囲にわたり分布している。当該海域のさめがれい

を主として漁獲する東北海区の沖合底びき網漁業による漁獲量は、

１９７８年の６，３００トンをピークにその後年々減少し、１９９

８年には１２７トンまで減少した。その後、やや増加し、２００９

年には２７９トンとなっている。 

       漁獲量が極めて少なく、資源水準は低位である。また、沖合底びき

網漁業のＣＰＵＥ（１網あたりの漁獲量）についても特に変化は認

められず、資源動向は横ばいと判断される。 

 

 （４）瀬戸内海海域のさわらの動向 

       瀬戸内海海域のさわらは、冬を紀伊水道以南の太平洋沿岸及び伊予

灘･豊後水道域で過ごし、春には紀伊水道及び豊後水道を経て内海へ

来遊し、秋に外海へ移出する。 

       瀬戸内海におけるさわらの漁獲量は、１９８６年には６，３７８ト

ンであったが、１９９８年には１９９トンにまで減少した。その後

は徐々に増加し、２００４年は１，４６５トンまで回復したが、２

００９年には１，３７０トンと若干減少した。資源量は、１９９８

年を最低水準として２００３年には３，６４９トンまで回復したが、

その後は緩やかに減少しており、２００７年は２，８７５トンとな

ったが、２００９年は４，０１３トンと増加した。これらにより、

資源水準は低位、動向は横ばいと判断される。 

 

 （５）伊勢湾・三河湾海域のとらふぐの動向 

       伊勢湾・三河湾海域のとらふぐ資源は、不定期に発生する卓越年級

群の動向により大きく変動する。１９９９年及び２００１年級群が

卓越したことによって、２００２年及び２００３年漁期の資源量は

高い水準にあったが、２００２年級群が平年並み、２００３年～２
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低い水準にとどまった。その後、２００５年級群がやや回復傾向を

示すとともに２００６年級群が比較的大きい規模で加入したことか

ら資源状態は好転し、その後、安定的に推移していたが、２００９

年及び２０１０年級群の加入は近年の最低水準にとどまっている。

このことから、資源水準は中位、動向は横ばいと判断される。 

  

（６）日本海北部海域のまがれいの動向 

       日本海北部海域のまがれいは、当該海域の水深１５０メートル以浅

に分布している。当該海域のまがれいの漁獲量が把握されている１

９８０年以降の新潟県と秋田県の漁獲量の推移をみると、１９８６

年と１９９４年に漁獲量のピークが見られるものの、１９９５年か

ら１９９７年に大幅に減少し、その後緩やかな減少傾向が続いてい

た。１９９３年以降データが揃う４県（青森～新潟）の漁獲量は、

２００５年に２００トン台を記録したものの、近年は３００トン台

で概ね推移していたが、２００９年には２３２トン、２０１０年に

は２４５トンに減少した。 

       これら漁獲量の推移や小型機船底びき網漁業のＣＰＵＥ（１網あた

りの漁獲量）などから、資源水準は低位、動向は減少と判断される。

 

 （７）周防灘海域のまこがれいの動向 

       周防灘海域のまこがれいは、当該海域の沿岸から沖合の水深１０メ

ートル以深に生息している。当該海域のまこがれいの漁獲量が推定

されている１９８０年以降の推移をみると、１９８０年の７１３トンをピ

ークに減少を続け１９９３年に一時的に回復したものの、１９９４年か

ら再び減少し、２００４年には１２７トンまで減少したが、その後増加

し、２００６年は２１９トンとなった。 

       関係県の調査による小型底びき網標本船のＣＰＵＥ及び推定漁獲

量から、資源水準は低位、動向は減少と判断される。 

００４年級群は低い水準にとどまった。その後、２００５年級群が

やや回復傾向を示すとともに２００６年級群が比較的大きい規模で

加入したことから資源状態は好転し、その後、安定的に推移してい

る。従って、資源水準は中位、動向は横ばいと判断される。  

 

 

（６）日本海北部海域のまがれいの動向 

       日本海北部海域のまがれいは、当該海域の水深１５０メートル以浅

に分布している。当該海域のまがれいの漁獲量が把握されている１

９８０年以降の新潟県と秋田県の漁獲量の推移をみると、１９８６

年と１９９４年に漁獲量のピークが見られるものの、１９９４年か

ら１９９７年に大幅に減少し、その後緩やかな減少傾向が続いてい

た。１９９３年以降データが揃う４県（青森～新潟）の漁獲量は、

２００５年に２００トン台を記録したものの、近年は３００トン台

で概ね推移していたが、２００９年には２３２トンに減少した。 

       これら漁獲量の推移や小型機船底びき網漁業及び沖合底びき網漁

業のＣＰＵＥ（１網あたりの漁獲量）から、資源水準は低位、動向

は横ばいと判断される。 

 

 （７）周防灘海域のまこがれいの動向 

       周防灘海域のまこがれいは、当該海域の沿岸から沖合の水深１０メ

ートル以深に生息している。当該海域のまこがれいの漁獲量が推定

されている１９８０年以降の推移をみると、１９８０年の７１３トンをピ

ークに減少を続け１９９３年に一時的に回復したものの、１９９４年か

ら再び減少し、２００４年には１２７トンまで減少したが、その後増加

し、２００６年は２１９トンとなった。 

       関係県の調査による小型底びき網標本船及び推定漁獲量から、資源

水準は低位、動向は減少と判断される。 
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 （８）太平洋北部海域のやなぎむしがれいの動向 

       太平洋北部海域におけるやなぎむしがれいは、当該海域の水深５

０～２００メートルで漁獲される。やなぎむしがれいを主として漁

獲している沖合底びき網漁業による漁獲量は長期的に大きく変動し

ており、近年では１９９０年代中盤から急激に増加し、１９９８年

～１９９９年には２４０トン以上となり、過去最高の漁獲を記録し

た。その後減少に転じ、２００１年～２００８年には７６～１０８

トンで比較的安定していたが、２０１０年は１７７トンに増加した。

       沖合底びき網漁業の漁獲量とＣＰＵＥ（１網あたりの漁獲量）の変

化などから、資源水準は高位で、動向は増加と判断される。 

 

 

 （９）太平洋南部海域のやりいかの動向  

       太平洋中・南部におけるやりいかの漁獲量は、１９９０年代以降急

減して、両海域での漁獲量の合計が１,０００トンを下回るようにな

り、近年では２０６～８６３トン前後で推移している。 

       ２００６年に入って中・南部海域において豊度の高い発生群が出現

し、２００６年の漁獲量は、５３４トンに増加し、２００７年には

さらに８６３トンにまで増加したが、２０１０年には７０７トンと

減少した。このことから、南部海域を含む太平洋全体の資源水準は

中位、動向は増加と判断される。 

  

 第３ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量に関する事項 

 

 １ 漁獲可能量の設定は、当面の間（２４年以降５年間程度）第３の２の

漁獲可能量の設定に係る第１種特定海洋生物資源の中期的管理方針に

沿って行うものとする。 

 

 （８）太平洋北部海域のやなぎむしがれいの動向 

       太平洋北部海域におけるやなぎむしがれいは、当該海域の水深５

０～２００メートルで漁獲される。やなぎむしがれいを主として漁

獲している沖合底びき網漁業による漁獲量は長期的に大きく変動し

ており、近年では１９９０年代中盤から急激に増加し、１９９８年

～１９９９年には２４０トン以上となり、過去最高の漁獲を記録し

た。その後減少に転じ、２００１年～２００８年には７６～１０８

トンで比較的安定していたが、２００９年は１５３トンに増加した。 

       沖合底びき網漁業の漁獲量とＣＰＵＥ（１網あたりの漁獲量）の変

化などから、資源水準は昨年の中位から高位となり、動向は増加と

判断される。 

 

 （９）太平洋南部海域のやりいかの動向  

       太平洋中・南部におけるやりいかの漁獲量は、１９９０年代以降急

減して、両海域での漁獲量の合計が１,０００トンを下回るようにな

り、近年では２０６～８６３トン前後で推移している。 

       ２００６年に入って中・南部海域において豊度の高い発生群が出現

し、２００６年の漁獲量は、５３４トンに増加し、２００７年には

さらに８６３トンにまで増加したが、２００９年には７８０トンと

減少した。このことから、南部海域を含む太平洋全体の資源水準は

中位、動向は増加と判断される。 

 

 第３ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量に関する事項 

 

 １ 漁獲可能量の設定は、当面の間（１９年以降５年間程度）第３の２の

漁獲可能量の設定に係る第１種特定海洋生物資源の中期的管理方針に

沿って行うものとする。 
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 ２ 漁獲可能量の設定に係る第１種特定海洋生物資源の中期的管理方

針 

 

 （１）さんま 

       漁獲量の増大により漁獲金額が減少する傾向に留意し、将来に向け

て安定的な供給を確保する観点から、資源に悪影響を与えない範囲

内において、漁獲可能量を設定するものとする。 

 

 

 （２）すけとうだら 

       日本海北部系群及び太平洋系群については、近年の海洋環境等が資

源の増大に好適な状態にあるとは認められない。このため、資源水

準の低下が顕著となっている日本海北部系群については、資源の減

少に歯止めをかけることを目指して管理を行うものとし、資源管理

計画に基づく取組の推進を図るものとする。太平洋系群については、

一定の親魚量を確保することにより資源水準の維持を基本として、

漁獲動向に注意しつつ、管理を行うものとする。 

       その他の系群については、ロシア連邦の水域と我が国の水域にまた

がって分布し、同国漁船によっても採捕が行われていて我が国のみ

の管理では限界があることから、同国との協調した管理に向けて取り

組みつつ、当面は資源を減少させないようにすることを基本に、我が

国水域への来遊量の年変動にも配慮しながら、管理を行うものとす

る。 

 

 

 （３）まあじ 

       太平洋系群については、資源水準の維持を基本方向として、管理を

 

 ２ 漁獲可能量の設定に係る第１種特定海洋生物資源の中期的管理方

針 

 

 （１）さんま 

       漁獲量の増大により漁獲金額が減少する傾向が顕著であることか

ら、将来に向けて安定的な供給を確保する観点から、資源に悪影響

を与えない範囲内において、漁獲可能量を安定的に設定するものと

する。 

 

 （２）すけとうだら 

       日本海北部系群及び太平洋系群については、近年の海洋環境等が資

源の増大に好適な状態にあるとは認められない。このため、資源水

準の低下が顕著となっている日本海北部系群については、資源回復

計画に基づく取組により、資源の減少に歯止めをかけることを目指

して管理を行うものとする。太平洋系群については、資源の回復を

基本方向としつつも、回復のための措置が関係漁業者の経営に大き

な影響をあたえる場合には資源水準を維持する等回復のスピードに

十分配慮して、管理を行うものとする。 

       その他の系群については、ロシア連邦の水域と我が国の水域にまた

がって分布し、同国漁船によっても採捕が行われていて我が国のみ

の管理では限界があることから、同国との協調した管理に向けて取り

組みつつ、当面は資源を減少させないようにすることを基本に、我が

国水域への来遊量の年変動にも配慮しながら、管理を行うものとす

る。 

 

 （３）まあじ 

       太平洋系群については、資源水準の維持を基本方向として、管理を
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行うものとする。 

       対馬暖流系群については、大韓民国及び中華人民共和国等と我が国

の水域にまたがって分布し、大韓民国及び中華人民共和国等におい

ても採捕が行われていることから、関係国との協調した管理に向け

て取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が

国水域への来遊量の年変動も配慮しながら、管理を行うものとし、

資源管理計画に基づく取組の推進を図るものとする。 

 

 （４）まいわし 

       太平洋系群については、資源水準の維持若しくは増大を基本方向と

して、漁獲動向に注意しつつ、管理を行うものとする。 

       対馬暖流系群については、大韓民国及び中華人民共和国等と我が国

の水域にまたがって分布し、大韓民国及び中華人民共和国等におい

ても採捕が行われていることから、関係国との協調した管理に向け

て取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が

国水域への来遊量の年変動も配慮しながら、管理を行うものとし、

資源管理計画に基づく取組の推進を図るものとする。 

 

 （５）まさば及びごまさば 

       まさばの太平洋系群については、近年の海洋環境が当該資源の増大

に不適な状態にあると認められないことから、優先的に資源の回復

を図るよう、管理を行うものとし、資源管理計画に基づく取組の推

進を図るものとする。 

       ごまさばの太平洋系群については、資源を中位水準以上に維持する

ことを基本方向として、管理を行うものとする。 

       まさばとごまさばのその他の系群については、大韓民国及び中華人

民共和国等と我が国の水域にまたがって分布し、外国漁船によって

も採捕が行われていて我が国のみの管理では限界があることから、

行うものとする。 

       対馬暖流系群については、大韓民国及び中華人民共和国等と我が国

の水域にまたがって分布し、大韓民国及び中華人民共和国等におい

ても採捕が行われていることから、関係国との協調した管理に向け

て取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が

国水域への来遊量の年変動も配慮しながら、資源回復計画に基づく

取組により、管理を行うものとする。 

 

 （４）まいわし 

       太平洋系群については、資源水準の維持を基本方向として管理を行

うものとする。 

       対馬暖流系群については、大韓民国及び中華人民共和国等と我が国

の水域にまたがって分布し、大韓民国及び中華人民共和国等におい

ても採捕が行われていることから、関係国との協調した管理に向け

て取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が

国水域への来遊量の年変動も配慮しながら、資源回復計画に基づく

取組により、管理を行うものとする。  

 

 （５）まさば及びごまさば 

       まさばの太平洋系群については、近年の海洋環境が当該資源の増大

に不適な状態にあると認められないことから、資源回復計画に基づ

く取組により優先的に資源の回復を図るよう、管理を行うものとす

る。 

       ごまさばの太平洋系群については、資源を中位水準以上に維持する

ことを基本方向として、管理を行うものとする。 

       まさばとごまさばのその他の系群については、大韓民国及び中華人

民共和国等と我が国の水域にまたがって分布し、外国漁船によって

も採捕が行われていて我が国のみの管理では限界があることから、
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関係国との協調した管理に向けて取り組みつつ、当面は資源を減少

させないようにすることを基本に、我が国水域への来遊量の年変動

も配慮しながら、管理を行うものとする。また、まさばについては

資源管理計画に基づく取組の推進を図るものとする。 

 

 （６）～（７） (略) 

 

 

 

 ３ 第１種特定海洋生物資源ごとの平成２３年の漁獲可能量は、次

表のとおりとする。 

                                                     （単位：トン）

 第１種特定 管理の対象となる期間 漁 獲 可 能 量 

 海洋生物資源   

１ さんま 平成23年7月～ 

         平成24年6月

４２３，０００

２ すけとうだら 平成23年4月～ 

         平成24年3月

２７３，０００

３ まあじ 平成23年1月～12月 ２２０，０００

４ まいわし 平成23年1月～12月 ２０９，０００

５ まさば及び 

ごまさば 

平成23年7月～ 

         平成24年6月

６９３，０００

６ するめいか 平成23年1月～12月 ２９７，０００

７ ずわいがに 平成23年7月～ 

         平成24年6月

６，２２７

 （注１）上記の漁獲可能量の算定に当たっては、中華人民共和国国民

による東シナ海における採捕量等資源評価の基礎としていな

関係国との協調した管理に向けて取り組みつつ、当面は資源を減少

させないようにすることを基本に、我が国水域への来遊量の年変動

も配慮しながら、また、まさばについては資源回復計画に基づく取

組により、管理を行うものとする。 

 

 （６）～（７） (略) 

 

 ３ ［削る］ 

 

 ４ 第１種特定海洋生物資源ごとの平成２３年の漁獲可能量は、次

表のとおりとする。 

                                                     （単位：トン） 

 第１種特定 管理の対象となる期間 漁 獲 可 能 量 

 海洋生物資源   

１ さんま 平成23年7月～ 

         平成24年6月

４２３，０００ 

２ すけとうだら 平成23年4月～ 

         平成24年3月

２６２，０００ 

３ まあじ 平成23年1月～12月 ２２０，０００ 

４ まいわし 平成23年1月～12月 ２０９，０００ 

５ まさば及び 

ごまさば 

平成23年7月～ 

         平成24年6月

６９３，０００ 

６ するめいか 平成23年1月～12月 ２９７，０００ 

７ ずわいがに 平成23年7月～ 

         平成24年6月

６，２２７ 

 （注１）上記の漁獲可能量の算定に当たっては、中華人民共和国国民

による東シナ海における採捕量等資源評価の基礎としていな
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いものがある。 

 （注２）まあじ、まいわし並びにまさば及びごまさばについては、 指
定漁業等の種類及び都道府県別に定める数量について、漁場の形

成状況を踏まえつつ、必要に応じて漁獲可能量の改定と同時に

配分数量の改定を行うものとする（５に該当する場合を除く）。

 

 ４ 第１種特定海洋生物資源ごとの平成２４年の漁獲可能量は、次

表のとおりとする。 

                                                    （単位：トン）

 第１種特定 管理の対象となる期間 漁 獲 可 能 量 

 海洋生物資源   

１ さんま 平成24年7月～ 

         平成25年6月

２ すけとうだら 平成24年4月～ 

         平成25年3月

３ まあじ 平成24年1月～12月 １７６，０００

４ まいわし 平成24年1月～12月 ２４５，０００

５ まさば及び 

ごまさば 

平成24年7月～ 

         平成25年6月

６ するめいか 平成24年1月～12月 ３３９，０００

７ ずわいがに 平成24年7月～ 

         平成25年6月

 （注１）上記の漁獲可能量の算定に当たっては、中華人民共和国国民

による東シナ海における採捕量等資源評価の基礎としていな

いものがある。 

 （注２）まあじ、まいわし並びにまさば及びごまさばについては、 指
定漁業等の種類及び都道府県別に定める数量について、漁場の形

いものがある。 

 （注２）まあじ、まいわし並びにまさば及びごまさばについては、 指
定漁業等の種類及び都道府県別に定める数量について、漁場の形

成状況を踏まえつつ、必要に応じて漁獲可能量の改定と同時に

配分数量の改定を行うものとする（５に該当する場合を除く）。 
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成状況を踏まえつつ、必要に応じて漁獲可能量の改定と同時に

配分数量の改定を行うものとする（５に該当する場合を除く）。

 （注３）さんま、すけとうだら、まさば及びごまさば並びにずわいが

にについては、管理の対象となる期間が開始する前までに設定

する。 

 

 ５～６ （略） 

 

 第４ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量のうち指定漁業等

の種類別に定める数量に関する事項 

 

 

 

 １ 第３の３の表に掲げる第１種特定海洋生物資源ごとの平成２３年

の漁獲可能量のうち、指定漁業等の種類別に定める数量は、次表の

とおりとする。 

                                                    （単位：トン）

 第１種特定 指定漁業等の種類 数        量 

 海洋生物資源   

１ さんま 北太平洋さんま漁業 ３３５，０００

２ すけとうだら 沖合底びき網漁業 １７１，６００

３ まあじ 大中型まき網漁業 ７７，０００

４ まいわし 大中型まき網漁業 １１９，０００

５ まさば及びごまさ

ば 

大中型まき網漁業 ４１０，０００

６ するめいか 沖合底びき網漁業 ４６，７００

大中型まき網漁業 １４，５００

 

 

 

 

 

 ５～６ （略） 

 

 第４ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量のうち指定漁業等

の種類別に定める数量に関する事項 

 

 １ ［削る］ 

 

 ２ 第３の４の表に掲げる第１種特定海洋生物資源ごとの平成２３年

の漁獲可能量のうち、指定漁業等の種類別に定める数量は、次表の

とおりとする。 

                                                    （単位：トン） 

 第１種特定 指定漁業等の種類 数        量 

 海洋生物資源   

１ さんま 北太平洋さんま漁業 ３３５，０００ 

２ すけとうだら 沖合底びき網漁業 １７０，６００ 

３ まあじ 大中型まき網漁業 ７７，０００ 

４ まいわし 大中型まき網漁業 １１９，０００ 

５ まさば及びごまさ

ば 

大中型まき網漁業 ４１０，０００ 

６ するめいか 沖合底びき網漁業 ４６，７００ 

大中型まき網漁業 １４，５００ 

いか釣り漁業 ６０，１００ 
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いか釣り漁業 ６０，１００

小型するめいか釣り漁業 ８３，４００

７ ずわいがに 沖合底びき網漁業及び

ずわいがに漁業 

４，６８７

 （注１）指定漁業等の種類の欄の漁業は、漁業法第５２条第１項の指定漁

業を定める政令（昭和３８年政令第６号）第１項各号に掲げる漁

業又は特定大臣許可漁業等の取締りに関する省令（平成６年農林

水産省令第５４号。以下「特定大臣許可省令」という。）第１条第

１項各号に掲げる漁業（特定大臣許可省令附則第１４条の規定に

より特定大臣許可省令第３条第１項の規定が適用されないものを

除く。）をいう。 

 （注２）まあじ、まいわし並びにまさば及びごまさばの数量は、第３の４

の注２の規定に基づき、ずわいがにの数量は、沖合底びき網漁業

及びずわいがに漁業と都道府県知事が管理する漁業における採捕

の動向等を踏まえて、それぞれ必要な場合に改定を行うものとす

る。  

 

 ２ 第３の４の表に掲げる第１種特定海洋生物資源ごとの平成２４年

の漁獲可能量のうち、指定漁業等の種類別に定める数量は、次表

のとおりとする。 

                                                   （単位：トン）

 第１種特定 指定漁業等の種類 数        量 

 海洋生物資源   

１ さんま 北太平洋さんま漁業 

２ すけとうだら 沖合底びき網漁業 

３ まあじ 大中型まき網漁業 ６７，０００

４ まいわし 大中型まき網漁業 １２８，０００

小型するめいか釣り漁業 ８３，４００ 

７ ずわいがに 沖合底びき網漁業及び

ずわいがに漁業 

４，６８７ 

 （注１）指定漁業等の種類の欄の漁業は、上記１と同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 （注２）まあじ、まいわし並びにまさば及びごまさばの数量は、第３の４

の注２の規定に基づき、ずわいがにの数量は、沖合底びき網漁業

及びずわいがに漁業と都道府県知事が管理する漁業における採捕

の動向等を踏まえて、それぞれ必要な場合に改定を行うものとす

る。  
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５ まさば及びごまさ

ば 

大中型まき網漁業 

６ するめいか 沖合底びき網漁業 ５４，０００

大中型まき網漁業 １６，６００

いか釣り漁業 ６９，２００

小型するめいか釣り漁業 ９５，４００

７ ずわいがに 沖合底びき網漁業及び

ずわいがに漁業 

 （注１）指定漁業等の種類の欄の漁業は、上記１と同様とする。 

 （注２）まあじ、まいわし並びにまさば及びごまさばの数量は、第３の４

の注２の規定に基づき、ずわいがにの数量は、沖合底びき網漁業

及びずわいがに漁業と都道府県知事が管理する漁業における採捕

の動向等を踏まえて、それぞれ必要な場合に改定を行うものとす

る。 

 （注３）さんま、すけとうだら、まさば及びごまさば並びにずわいがにに

ついては、管理の対象となる期間が開始する前までに設定する。

 

 第５ 指定漁業等の種類別に定める数量について定める操業区域別

又は操業期間別の数量に関する事項 

 

 

 

 １  第４の１の表に掲げる指定漁業等の種類別に定める数量について

定める操業区域別の数量は、次表のとおりとする。なお、操業期間

別の数量は定めない。 

                                                     （単位：トン）

 第１種特定 操 業 区 域 数        量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第５ 指定漁業等の種類別に定める数量について定める操業区域別 

又は操業期間別の数量に関する事項 

 

 １ ［削る］ 

 

 ２  第４の２の表に掲げる指定漁業等の種類別に定める数量について

定める操業区域別の数量は、次表のとおりとする。なお、操業期間

別の数量は定めない。 

                                                     （単位：トン） 

 第１種特定 操 業 区 域 数        量 
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 海洋生物資源   

１ すけとうだら (1)日本海の海域 ６，６００

(2)オホーツク海の海域 ５２，０００

(3)太平洋の海域 １１３，０００

２ ずわいがに (1) Ａ海域 ３，３９８

(2) Ｂ海域 ２９

(3) Ｄ海域 ８７５

(4) Ｅ海域 ３８５

 （注１）日本海の海域とは、北海道稚内市宗谷岬突端から樺太西能

登呂岬突端に至る線と東経１２９度５９分５２秒の線との両

線間における日本海の海域（法第２条第１項の排他的経済水

域等に限る。）をいう。オホーツク海の海域とは、東経１５２

度５９分４６秒の線と北海道稚内市宗谷岬突端から樺太西

能登呂岬突端に至る線との両線間におけるオホーツク海の

海域（法第２条第１項の排他的経済水域等に限る。）をいう。

太平洋の海域とは、東経１５２度５９分４６秒の線以西、千

葉県安房郡野島埼突端から正東の線以北の太平洋の海域（法

第２条第１項の排他的経済水域等に限る。）をいう。  

 （注２）Ａ海域とは、特定大臣許可省令別表第１のずわいがに漁業

の項中海域の欄第１号に掲げる海域（法第２条第１項の排他

的経済水域等に限る。）をいう。Ｂ海域とは、特定大臣許可省

令別表第１のずわいがに漁業の項中海域の欄第２号に掲げる

海域（法第２条第１項の排他的経済水域等に限る。）をいう。

Ｄ海域とは、特定大臣許可省令別表第１のずわいがに漁業の

項中海域の欄第４号に掲げる海域（法第２条第１項の排他的

経済水域等に限る。）をいう。Ｅ海域とは、特定大臣許可省令

別表第１のずわいがに漁業の項中海域の欄第５号に掲げる海

 海洋生物資源   

１ すけとうだら (1)日本海の海域 ６，６００ 

(2)オホーツク海の海域 ５２，０００ 

(3)太平洋の海域 １１２，０００ 

２ ずわいがに (1) Ａ海域 ３，３９８ 

(2) Ｂ海域 ２９ 

(3) Ｄ海域 ８７５ 

(4) Ｅ海域 ３８５ 

（注）操業区域の欄の海域は上記１と同様とする。 
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域（法第２条第１項の排他的経済水域等に限る。）をいう。 

 

 ２  第４の２の表に掲げる指定漁業等の種類別に定める数量について

定める操業区域別の数量は、次表のとおりとする。なお、操業期間

別の数量は定めない。 

                                                     （単位：トン）

 第１種特定 操 業 区 域 数        量 

 海洋生物資源   

１ すけとうだら (1)日本海の海域 

(2)オホーツク海の海域 

(3)太平洋の海域 

２ ずわいがに (1) Ａ海域 

(2) Ｂ海域 

(3) Ｄ海域 

(4) Ｅ海域 

 （注１）操業区域の欄の海域は上記１と同様とする。 

 （注２）数量については、管理の対象となる期間が開始する前までに

設定する。 

 

 第６ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について都道府県別

に定める数量に関する事項 

 

 

 

１ 第３の３の表に掲げる第１種特定海洋生物資源ごとの平成２３

年の漁獲可能量について都道府県別に定める数量は、次のとおり

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について都道府県別に

定める数量に関する事項 

 

１ ［削る］  

 

２ 第３の４の表に掲げる第１種特定海洋生物資源ごとの平成２

３年の漁獲可能量について都道府県別に定める数量は、次のとお

りとする。 
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 （１） (略) 

 

 （２）すけとうだら 

                                                  （単位：トン） 

都 道 府 県 名 数    量 

北海道 ９８，９００

 （略） 

 

 （３）～（７） (略) 

 

２ 第３の４の表に掲げる第１種特定海洋生物資源ごとの平成２

４年の漁獲可能量について都道府県別に定める数量は、次のとお

りとする。 

     数量を明示していない都道府県は、過去（平成２０年～２２年(するめ

いかについては平成１８年～２０年)。以下、本項において同じ。）の

漁獲実績が概ね100トン未満（ずわいがににおいては、漁獲実績なし）

と、資源に対する漁獲圧力が無視できるほどに小さいことから、漁獲可

能量による管理をする必要がない。 

     「若干」としている都道府県は、さんま、すけとうだら、まあじ、ま

さば及びごまさば、するめいかについては過去の漁獲実績が概ね 100

トン以上あるものの、資源に対する圧力が小さいと認められる都道府

県、ずわいがにについては、10トン程度以下の漁獲実績がある都道府

県であり、この場合は、現状以上に漁獲努力量を増加させることがな

いようにするとともに、採捕の数量が前年の採捕実績程度となるように

することが必要である。なお、まいわしについては、資源の減少に伴い

漁獲量が低い水準で推移していることに加えて、漁場形成が不安定で混

 

 （１） (略) 

 

 （２）すけとうだら 

                                                  （単位：トン） 

都 道 府 県 名 数    量 

北海道 ８８，９００ 

 （略） 

 

 （３）～（７） (略) 
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獲による採捕のウエイトが高まっているために一定の数量を厳格に管

理することが難しいことから、過去の漁獲実績が概ね30トン以上ある

都道府県について、全て「若干」としているところであり、この場合の

管理のあり方は、他の資源と同様である。 

 

 （１）さんま 

                                                  （単位：トン） 

都 道 府 県 名 数   量 

 

 （注）数量については、管理の対象となる期間が開始する前までに設

     定する。 

 

 （２）すけとうだら 

                                                  （単位：トン） 

都 道 府 県 名 数    量 

 

 （注）数量については、管理の対象となる期間が開始する前までに設

     定する。 

 

 （３）まあじ 

                                                  （単位：トン） 

都 道 府 県 名 数    量 

和歌山県 ４，０００

島根県 ３０，０００

山口県 ５，０００

愛媛県 ４，０００

長崎県 ２１，０００
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鹿児島県 ５，０００

   北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、千葉県、神奈川

県、新潟県、富山県、石川県、福井県、静岡県、愛知県、三重県、

京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、広島県、徳島県、香川県、高知県、

福岡県、佐賀県、熊本県、大分県及び宮崎県については、若干とする。

 （注）第３の４の注２に基づき、必要な場合に改定を行うものとする。

 

 （４）まいわし 

       北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、千葉県、神奈川県、

富山県、石川県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵

庫県、和歌山県、島根県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高

知県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県に

ついては、若干とする。 

 

 （５）まさば及びごまさば 

                                                  （単位：トン） 

都 道 府 県 名 数    量 

 

 （注）数量については、管理の対象となる期間が開始する前までに設

     定する。 

 

 （６）するめいか 

       北海道、青森県、岩手県、宮城県、山形県、千葉県、新潟県、

富山県、石川県、福井県、静岡県、三重県、京都府、兵庫県、和

歌山県、島取県、島根県、山口県、高知県、福岡県、佐賀県及び

長崎県については、若干とする。 
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 （７）ずわいがに 

                                                   （単位：トン）

都 道 府 県 名 数         量 

 

 （注）数量については、管理の対象となる期間が開始する前までに設

     定する。 

 

 第７  大臣管理量に関し実施すべき施策に関する事項 

 

   （略） 

 

 第８ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力量による管理の対象となる

採捕の種類並びに当該採捕の種類に係る海域及び期間並びに漁獲努

力可能量に関する事項 

 

 １ 漁獲努力可能量の設定は、資源状況等を踏まえて資源の回復を図るこ

とが必要な魚種を対象に、資源管理指針により減船、休漁、保護区域の

設定などの漁獲努力量削減措置による効果の阻害となる漁獲努力量の

増加を抑制させるために用いることとする。 

 

 

 

 ２ 第２種特定海洋生物資源ごとの平成２３年から始まる期間の漁獲努

力可能量及び管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に係

る海域及び期間は以下の（１）～（８）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい 

 

 

 

 

 

 

 

 第７  大臣管理量に関し実施すべき施策に関する事項 

 

   （略） 

 

 第８ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力量による管理の対象となる

採捕の種類並びに当該採捕の種類に係る海域及び期間並びに漁獲努

力可能量に関する事項 

 

 １ 漁獲努力可能量の設定は、資源回復計画と連携させて行うこととし、

具体的には資源回復計画に基づき関係漁業者が行う減船、休漁、保護 

 

区域の設定などの漁獲努力量削減措置による効果の阻害となる漁獲努 

力量の増加を抑制させるために用いることとする。 

 

 ２ ［削る］ 

 

 ３ 第２種特定海洋生物資源ごとの平成２３年から始まる期間の漁獲努

力可能量及び管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に係

る海域及び期間は以下の（１）～（８）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい 
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       あかがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種

類に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       あかがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機

船底びき網漁業（漁業法（昭和２４年法律第２６７号。以下同じ）

第６６条第１項に規定する小型機船底びき網漁業をいう。以下同

じ。）のうち手繰第１種漁業（小型機底びき網漁業取締規則（昭和

２７年農林省令第６号。以下同じ。）第１条第１項第１号に規定する

種類のものをいう。以下同じ。）の漁獲努力量で２２，３２０（隻日）

とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で乗

じた上、これを合算したものである。 

     （以下略） 

 

 （２）～（３） （略） 

 

 （４）さわら 

       さわらの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に係

る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       さわらの漁獲努力可能量は、３月から２月までのさわら流し網漁

業（海洋生物資源の保存及び管理に関する法律施行規則（平成８

年農林水産省令第３１号。以下「省令」という。）第１条第６号に

規定するさわら流し網漁業をいう。以下同じ。）の漁獲努力量で１

２１，４６１（隻日）とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲

努力量を同表の係数で乗じた上、これを合算したものである。 

  

採捕の種類 海  域 期  間 係数 

中型まき網漁業

（うちさわらを

瀬戸内海 

 

平成２３年６月１

日から平成２３年

１０

 

 

       あかがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種

類に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       あかがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機

船底びき網漁業のうち手繰第１種漁業の漁獲努力量で２２，３２０

（隻日）とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の

係数で乗じた上、これを合算したものである。 

     （以下略） 

 

 

 

 

 （２）～（３） （略） 

 

 （４）さわら 

       さわらの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に係

る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       さわらの漁獲努力可能量は、３月から２月までのさわら流し網漁

業の漁獲努力量で１２１，４６１（隻日）とする。これは次表の採

捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で乗じた上、これを合算し

たものである。 

 

 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係数 

中型まき網漁業

（うちさわらを

瀬戸内海 

 

平成２３年６月１

日から平成２３年

１０ 
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採捕目的とする

もの） 

 

 

 

 

８月３１日まで 

 

 

 

はなつぎ網漁業

 

 

平成２３年５月６

日から平成２３年

６月１５日まで 

５

 

 

さわら流し網漁

業 

 

 

 

 

 

 

(1)瀬戸内海 

(2) 愛媛県西宇和郡伊

方町佐田岬突端と大

分県大分市関崎灯台

とを結んだ直線以南

の愛媛県海域（以下

「宇和海」という 

平成２３年４月１

日から平成２３年

７月３１日まで及

び平成２３年９月

１日から平成２３

年１２月３１日ま

での期間から府県

別に定める期間 

１

 

 

 

 

 

 

さわら船びき網

漁業 

 

瀬戸内海 

 

 

平成２３年５月１

日から平成２３年

６月１５日まで 

５

 

 

（注１）中型まき網漁業とは、漁業法第６６条第１項に規定する中型まき

網漁業をいう。以下同じ。 

（注２）はなつぎ網漁業とは、省令第１条第５号に規定するはなつぎ網漁

業をいう。以下同じ。 

（注３）さわら船びき網漁業とは、省令第１条第７号に規定するさわら船

びき網漁業をいう。以下同じ。 

（注４）瀬戸内海とは、漁業法施行令（昭和２５年政令第３０号）第２７

条に規定する瀬戸内海海域をいう。以下同じ。 

  

 （５）とらふぐ 

       とらふぐの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に

採捕目的とする

もの） 

 

 

 

 

８月３１日まで 

 

 

 

はなつぎ網漁業

 

 

平成２３年５月６

日から平成２３年

６月１５日まで 

５ 

 

 

さわら流し網漁

業 

 

 

 

 

 

 

(1)瀬戸内海 

(2)宇和海 

 

 

 

 

 

平成２３年４月１

日から平成２３年

７月３１日まで及

び平成２３年９月

１日から平成２３

年１２月３１日ま

での期間から府県

別に定める期間 

１ 

 

 

 

 

 

 

さわら船びき網

漁業 

 

瀬戸内海 

 

 

平成２３年５月１

日から平成２３年

６月１５日まで 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （５）とらふぐ 

       とらふぐの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に
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係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       とらふぐの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底び

き網漁業のうち手繰第３種漁業（小型機船底びき網漁業取締規則第

１条第１項第３号に規定する種類のものをいう。以下同じ。）であっ

てとらふぐを採捕するもの及びその他の小型機船底びき網漁業（小

型底びき網漁業取締規則第１条第１項第５号に規定する種類のもの

をいう。以下同じ。）の漁獲努力量で７，９５３（隻日）とする。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 

小型機船底びき網

漁業（うち手繰第３

種漁業であってと

らふぐを採捕する

もの及びその他の

小型機船底びき網

漁業） 

三河湾 

 

 

 

 

 

 

平成２３年１０月１

日から平成２３年１

０月３１日まで 

 

 

 

 

小型機船底びき網

漁業（うちその他の

小型機船底びき網

漁業） 

伊勢湾 

 

 

 

平成２３年１０月１

日から平成２３年１

０月３１日まで 

 

（注１）三河湾とは、愛知県知多郡南知多町大字師崎林埼及び同県同郡南

知多町大字日間賀島尾張大磯灯標並びに愛知県田原市伊良湖町古

山頂上を順次結 んだ直線と陸岸とによって囲まれた海域をいう。

以下同じ。 

 （注２）伊勢湾とは、三重県鳥羽市小浜町西埼、桃取町島ヶ埼、答志町長

刀鼻、神島町ゴリ鼻及び神島町オーカ鼻並びに愛知県田原市伊良

湖町古山頂上を順次結んだ直線と陸岸とによって囲まれた海域か

係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       とらふぐの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底び

き網漁業のうち手繰第３種漁業であってとらふぐを採捕するもの及

びその他の小型機船底びき網漁業の漁獲努力量で７，９５３（隻日）

とする。 

 

 

 

採捕の種類 海  域 期  間 

小型機船底びき網

漁業（うち手繰第３

種漁業であってと

らふぐを採捕する

もの及びその他の

小型機船底びき網

漁業） 

三河湾 

 

 

 

 

 

 

平成２３年１０月１

日から平成２３年１

０月３１日まで 

 

 

 

 

小型機船底びき網

漁業（うちその他の

小型機船底びき網

漁業） 

伊勢湾 

 

 

 

平成２３年１０月１

日から平成２３年１

０月３１日まで 
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ら三河湾を除いた海域をいう。以下同じ。 

 

 （６）まがれい 

       まがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に

係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       まがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底び

き網漁業のうち手繰第１種漁業の漁獲努力量で１０，２８８（隻日）

とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で

乗じた上、これを合算したものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係数 

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

青森県東津軽郡龍飛埼

突端正西の線以南、北緯

３９度の線以北、東経１

３８度３０分の線以東

の日本海 

平成２３年９月１

日から平成２３年

１０月３１日まで

 

 

２

小型機船底びき

網漁業（うち手

繰第１種漁業）

秋田県の地先水面から

山形県の地先水面まで 

平成２３年９月１

日から平成２３年

１０月３１日まで

１

小型機船底びき

網漁業（うちそ

の他の小型機船

底びき 

網漁業） 

 

 

 

次のア、イ、ウ、エの４

点を順次結んだ３線と

最大高潮時海岸線とに

よって囲まれた海域。 

ア 山形新潟両県界の

最大高潮時海岸線上

の点 

イ アから西北西の線

平成２３年９月１

６日から平成２３

年１０月３１日ま

で 

 

 

 

 

２

 

 

 （６）まがれい 

       まがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に

係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       まがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底び

き網漁業のうち手繰第１種漁業の漁獲努力量で１０，２８８（隻日）

とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で

乗じた上、これを合算したものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係数 

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

青森県東津軽郡龍飛埼

突端正西の線以南、北緯

３９度の線以北、東経１

３８度３０分の線以東

の日本海 

平成２３年９月１

日から平成２３年

１０月３１日まで

 

 

２ 

小型機船底びき

網漁業（うち手

繰第１種漁業）

秋田県の地先水面から

山形県の地先水面まで 

平成２３年９月１

日から平成２３年

１０月３１日まで

１ 

小型機船底びき

網漁業（うちそ

の他の小型機船

底びき 

網漁業） 

 

 

 

次のア、イ、ウ、エの４

点を順次結んだ３線と

最大高潮時海岸線とに

よって囲まれた海域。 

ア 山形新潟両県界の

最大高潮時海岸線上

の点 

イ アから西北西の線

平成２３年９月１

６日から平成２３

年１０月３１日ま

で 

 

 

 

 

２ 



- 27 - 

 

 

 

 

 

 

 

上１５海里の点 

ウ 新潟市新川の最大

高潮時における河口

の中心点（以下「新

川河口中心点」とい

う。）と佐渡市鴻ノ瀬

鼻灯台中心点とを結

ぶ線上新川河口中心

点から１０海里の点

エ 新川河口中心点 

 

 

 

 

 

 

 

かれい固定式刺

し網漁業 

 

 

 

 

秋田県の地先水面（ただ

し第２種共同漁業権水

域を除く） 

平成２３年２月１

日から平成２３年

３月３１日まで 

0.5

山形県の地先水面 平成２３年３月１

日から平成２３年

４月３０日まで 

0.5

（注）かれい固定式刺し網漁業とは、省令第１条第４号に規定するかれい

固定式刺し網漁業をいう。以下同じ。 

 

 （７）まこがれい 

       まこがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類

に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       まこがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底

びき網漁業のうち手繰第２種漁業（小型機船底びき網漁業取締規則

第１条第１項第２号に規定する種類のものをいう。以下同じ。）及

び手繰第３種漁業の漁獲努力量で１６，２６０（隻日）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上１５海里の点 

ウ 新川河口中心点と

いう。）と佐渡市鴻ノ

瀬鼻灯台中心点とを

結ぶ線上新川河口中

心点から１０海里の

点 

エ 新川河口中心点 

 

 

 

 

 

 

 

かれい固定式刺

し網漁業 

 

 

 

 

秋田県の地先水面（ただ

し第２種共同漁業権水

域を除く） 

平成２３年２月１

日から平成２３年

３月３１日まで 

0.5 

山形県の地先水面 平成２３年３月１

日から平成２３年

４月３０日まで 

0.5 

 

 

 

 

 

 （７）まこがれい 

       まこがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類

に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       まこがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底

びき網漁業のうち手繰第２種漁業及び手繰第３種漁業の漁獲努力量

で１６，２６０（隻日）とする。 
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採捕の種類 海  域 期  間 

小型機船底びき網

漁業（うち手繰第２

種漁業及び手繰第

３種漁業） 

周防灘 

 

 

 

平成２３年１月１日

から平成２３年２月

１０日まで 

 

（注）周防灘とは、次のア、イの２点を結んだ線及びウ、エ、オ、カの４点

を順次結んだ３線と最大高潮時海岸線とによって囲まれた海域をい

う。以下同じ。 

    ア 山口県下関市火ノ山下潮流信号所 

    イ 福岡県北九州市門司区門司埼灯台 

    ウ 大分県国東市国東町富来港灯台 

    エ 大分県東国東郡姫島村姫島の最大高潮時海岸線から８，０００メ

ートルの距離の線と、同県東国東郡姫島村姫島灯台と山口県熊毛郡

上関町小祝島西端とを結ぶ線との交点 

     オ 大分県東国東郡姫島村姫島灯台と山口県熊毛郡上関町小祝島西

端とを結ぶ線と、山口県光市杵崎西端と大分県国東市国東町富来港

灯台とを結ぶ線との交点 

   カ 山口県光市杵崎西端 

 

 （８） （略） 

 

３ 第２種特定海洋生物資源ごとの平成２４年から始まる期間の漁獲努力

可能量及び管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に係る

海域及び期間は以下の（１）～（８）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい 

       あかがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種

採捕の種類 海  域 期  間 

小型機船底びき網

漁業（うち手繰第２

種漁業及び手繰第

３種漁業） 

周防灘 

 

 

 

平成２３年１月１日

から平成２３年２月

１０日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （８） （略） 
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類に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       あかがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機

船底びき網漁業のうち手繰第１種漁業の漁獲努力量で２２，３２０

（隻日）とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の

係数で乗じた上、これを合算したものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間  係 数

沖合底びき網漁

業（うち１そう

びき） 

 

 

 

 

 

 

 

東経１３０度３０分の

線以東、東経１３７度の

線以西の日本海（ただし

北緯４０度１０分９秒

の線、北緯３８度５０分

１０秒の線、東経１３５

度５９分４９秒の線、東

経１３２度５９分５０

秒の線で囲まれた海域

を除く） 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

 

 

 

 

 

 

 ２

沖合底びき網漁

業（うち２そう

びき） 

東経１３２度３０分の

線以東、東経１３４度３

０分の線以西の日本海 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

６

小型機船底びき

網漁業（うち手

繰第１種漁業）

石川県の地先水面から

京都府の地先水面（日本

海に限る）まで 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

１

 

 （２）いかなご  
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       いかなごの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類

に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       いかなごの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの沖合底び

き網漁業の漁獲努力量で６１６（隻日）とする。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 

沖合底びき網漁業

 

 

 

 

 

北海道枝幸紋別両郡界の最

大高潮時海岸線上の点から

４３度３０分の線以北、北

海道稚内市宗谷岬突端から

７４度００分の線以南のオ

ホーツク海 

平成２４年７月１日

から平成２４年８月

３１日まで 

 

 

 

 

 （３）さめがれい 

       さめがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類

に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       さめがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底

びき網漁業のうち手繰第１種漁業の漁獲努力量で６２，８１８（隻日）

とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で乗

じた上、これを合算したものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係 数

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

北海道幌泉郡えりも町

幌泉灯台中心点と青森

県下北郡大間町大間埼

突端とを結ぶ線以南、青

森岩手両県界正東の線

平成２４年５月１

日から平成２４年

６月３０日まで 

 

 

１０
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以北、青森県下北郡東通

村尻屋埼灯台中心点と

北海道函館市恵山岬灯

台中心点を結んだ線以

東、東経１４２度２９分

４７秒の線以西の太平

洋 

 

 

 

 

 

 

青森岩手両県界正東の

線以南、岩手宮城両県界

正東の線以北の太平洋 

平成２４年３月１

日から平成２４年

４月３０日まで 

岩手宮城両県界正東の

線以南、茨城千葉両県界

正東の線以北、水深５０

０メートル以深の太平

洋 

平成２４年２月１

日から平成２４年

３月３１日まで 

 

小型機船底びき

網漁業（うち手

繰第１種漁業）

 

 

青森県下北郡東通村尻

屋埼灯台中心点と北海

道函館市恵山岬灯台中

心点を結んだ線以東の

青森県の地先水面 

平成２４年５月１

日から平成２４年

６月３０日まで 

 

 

１

 

 （４）さわら 

       さわらの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に係

る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       さわらの漁獲努力可能量は、３月から２月までのさわら流し網漁

業の漁獲努力量で１２１，４６１（隻日）とする。これは次表の採

捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で乗じた上、これを合算し
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たものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係数 

中型まき網漁業

（うちさわらを

採捕目的とする

もの） 

瀬戸内海 

 

 

 

 

 

平成２４年６月１

日から平成２４年

８月３１日まで 

 

１０

 

 

 

はなつぎ網漁業

 

 

平成２４年５月６

日から平成２４年

６月１５日まで 

５

 

 

さわら流し網漁

業 

 

 

 

 

 

 

(1)瀬戸内海 

(2)宇和海 

 

 

 

 

 

平成２４年４月１

日から平成２４年

７月３１日まで及

び平成２４年９月

１日から平成２４

年１２月３１日ま

での期間から府県

別に定める期間 

１

 

 

 

 

 

 

さわら船びき網

漁業 

 

瀬戸内海 

 

 

平成２４年５月１

日から平成２４年

６月１５日まで 

５

 

 

 

 （５）とらふぐ 

       とらふぐの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に

係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       とらふぐの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底

びき網漁業のうち手繰第３種漁業であってとらふぐを採捕するもの及
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びその他の小型機船底びき網漁業の漁獲努力量で７，９５３（隻日）

とする。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 

小型機船底びき網

漁業（うち手繰第３

種漁業であってと

らふぐを採捕する

もの及びその他の

小型機船底びき網

漁業） 

三河湾 

 

 

 

 

 

 

平成２４年１０月１

日から平成２４年１

０月３１日まで 

 

 

 

 

小型機船底びき網

漁業（うちその他の

小型機船底びき網

漁業） 

伊勢湾 

 

 

 

平成２４年１０月１

日から平成２４年１

０月３１日まで 

 

 

 （６）まがれい 

       まがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類に

係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       まがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底び

き網漁業のうち手繰第１種漁業の漁獲努力量で１０，２８８（隻日）

とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁獲努力量を同表の係数で

乗じた上、これを合算したものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係数 

沖合底びき網漁

業 

青森県東津軽郡龍飛埼

突端正西の線以南、北緯

平成２４年９月１

日から平成２４年

２
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３９度の線以北、東経１

３８度３０分の線以東

の日本海 

１０月３１日まで

 

 

小型機船底びき

網漁業（うち手

繰第１種漁業）

秋田県の地先水面から

山形県の地先水面まで 

平成２４年９月１

日から平成２４年

１０月３１日まで

１

小型機船底びき

網漁業（うちそ

の他の小型機船

底びき 

網漁業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次のア、イ、ウ、エの４

点を順次結んだ３線と

最大高潮時海岸線とに

よって囲まれた海域。 

ア 山形新潟両県界の

最大高潮時海岸線上

の点 

イ アから西北西の線

上１５海里の点 

ウ 新川河口中心点と

いう。）と佐渡市鴻ノ

瀬鼻灯台中心点とを

結ぶ線上新川河口中

心点から１０海里の

点 

エ 新川河口中心点 

平成２４年９月１

６日から平成２４

年１０月３１日ま

で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２

かれい固定式刺

し網漁業 

 

 

 

秋田県の地先水面（ただ

し第２種共同漁業権水

域を除く） 

平成２４年２月１

日から平成２４年

３月３１日まで 

0.5

山形県の地先水面 平成２４年３月１

日から平成２４年

0.5
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 ４月３０日まで 

 

 （７）まこがれい 

       まこがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕の種類

に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       まこがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型機船底

びき網漁業のうち手繰第２種漁業及び手繰第３種漁業の漁獲努力量

で１６，２６０（隻日）とする。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 

小型機船底びき網

漁業（うち手繰第２

種漁業及び手繰第

３種漁業） 

周防灘 

 

 

 

平成２４年１月１日

から平成２４年２月

１０日まで 

 

 

 （８）やなぎむしがれい 

       やなぎむしがれいの管理の対象となる採捕の種類並びに当該採捕

の種類に係る海域及び期間は、次表のとおりとする。 

       やなぎむしがれいの漁獲努力可能量は、１月から１２月までの小型

機船底びき網漁業のうちその他の小型機船底びき網漁業の漁獲努力

量で６９，３４６（隻日）とする。これは次表の採捕の種類ごとの漁

獲努力量を同表の係数で乗じた上、これを合算したものである。 

 

採捕の種類 海  域 期  間 係 数

沖合底びき網漁

業 

 

宮城福島両県界正東の

線以南、茨城千葉両県界

正東の線以北、水深５０

平成２４年４月

１日から平成２

４年６月３０日

１０
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０メートル未満の太平

洋 

まで 

 

小型機船底びき

網漁業（うちそ

の他の小型機船

底びき網漁業）

福島県の地先水面から

茨城県の地先水面まで 

 

 

平成２４年４月

１日から平成２

４年６月３０日

まで 

１

 

 第９ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力可能量のうち指定漁業等

の種類別に定める量に関する事項 

 

 

 

 １ 第８の２の（１）～（８）に定める第２種特定海洋生物資源ごとの平

成２３年から始まる期間の漁獲努力可能量について指定漁業等の種類

別に定める量並びにその対象となる指定漁業等の種類に係る海域及び

期間は以下の（１）～（５）のとおりとする。 

 

 （１）～（５） （略） 

 

 ２ 第８の３の（１）～（８）に定める第２種特定海洋生物資源ごとの平

成２４年から始まる期間の漁獲努力可能量について指定漁業等の種類

別に定める量並びにその対象となる指定漁業等の種類に係る海域及び

期間は以下の（１）～（５）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい  

 

指定漁業 海  域 期  間 漁獲努力

 

 

 

 

 

 

 

 第９ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力可能量のうち指定漁業等

の種類別に定める量に関する事項 

 

 １ ［削る］ 

 

 ２ 第８の３の（１）～（８）に定める第２種特定海洋生物資源ごとの平

成２３年から始まる期間の漁獲努力可能量について指定漁業等の種類

別に定める量並びにその対象となる指定漁業等の種類に係る海域及び

期間は以下の（１）～（５）のとおりとする。 

 

 （１）～（５） （略） 
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等の種類 量（隻日）

沖合底びき網漁

業（うち１そう

びき） 

 

 

 

 

 

 

 

東経１３０度３０分の

線以東、東経１３７度

の線以西の日本海（た

だし北緯４０度１０分

９秒の線、北緯３８度

５０分１０秒の線、東

経１３５度５９分４９

秒の線、東経１３２度

５９分５０秒の線で囲

まれた海域を除く） 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

 

 

 

 

 

 

６，２１０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖合底びき網漁

業（うち２そう

びき） 

東経１３２度３０分の

線以東、東経１３４度

３０分の線以西の日本

海 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

５７５

 

 

 

 （２）いかなご 

 

指定漁業 

等の種類 

海   域 期  間 漁獲努力

量（隻日）

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

 

 

北海道枝幸紋別両郡界

の最大高潮時海岸線上

の点から４３度３０分

の線以北、北海道稚内

市宗谷岬突端から７４

度００分の線以南のオ

ホーツク海 

平成２４年７月

１日から平成２

４年８月３１日

まで 

 

 

 

６１６
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 （３）さめがれい 

 

指定漁業 

等の種類 

海   域 期  間 漁獲努力

量（隻日）

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道幌泉郡えりも町

幌泉灯台中心点と青森

県下北郡大間町大間埼

突端とを結ぶ線以南、

青森岩手両県界正東の

線以北、青森県下北郡

東通村尻屋埼灯台中心

点と北海道函館市恵山

岬灯台中心点を結んだ

線以東、東経１４２度

２９分４７秒の線以西

の太平洋 

平成２４年５月

１日から平成２

３年６月３０日

まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，０３０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森岩手両県界正東の

線以南、岩手宮城両県

界正東の線以北の太平

洋 

平成２４年３月

１日から平成２

４年４月３０日

まで 

９０９

 

岩手宮城両県界正東の

線以南、茨城千葉両県

界正東の線以北、水深

５００メートル以深の

太平洋 

平成２４年２月

１日から平成２

４年３月３１日

まで 

 

４，３０４
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 （４）まがれい 

 

指定漁業 

等の種類 

海   域 期  間 漁獲努力量

(隻日) 

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

青森県東津軽郡龍飛埼

突端正西の線以南、北

緯３９度の線以北、東

経１３８度３０分の線

以東の日本海 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１０月３１

日まで 

 

７２９

 

 

 

 

 

 （５）やなぎむしがれい 

 

指定漁業 

等の種類 

海   域 期  間 漁獲努力

量（隻日）

沖合底びき網漁

業 

 

 

 

宮城福島両県界正東の

線以南、茨城千葉両県

界正東の線以北、水深

５００メートル未満の

太平洋 

平成２４年４月

１日から平成２

４年６月３０日

まで 

 

６，５６５

 

 第１０ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力可能量について都道府

県別に定める量に関する事項 

 

 

 

 １ 第８の２の（１）～（８）に定める第２種特定海洋生物資源ごとの平

成２３年から始まる期間の漁獲努力可能量について都道府県別に定め

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１０ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力可能量について都道府

県別に定める量に関する事項 

 

 １ ［削る］ 

 

 ２ 第８の３の（１）～（８）に定める第２種特定海洋生物資源ごとの平

成２３年から始まる期間の漁獲努力可能量について都道府県別に定め 
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る量並びに対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、以下の（１）

～（７）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい 

       第８の２の（１）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る期間は、次のとおりと

する。 

（以下略） 

 

 （２）さめがれい 

       第８の２の（３）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、次表

のとおりとする。 

（以下略） 

 

（３）さわら 

       第８の２の（４）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 

 

（４）とらふぐ 

       第８の２の（５）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 

 

 （５）まがれい 

る量並びに対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、以下の（１）

～（７）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい 

       第８の３の（１）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る期間は、次のとおりと

する。 

（以下略） 

 

 （２）さめがれい 

       第８の３の（３）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、次表 

のとおりとする。 

（以下略） 

 

（３）さわら 

       第８の３の（４）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表 

 

のとおりとする。 

（以下略） 

 

（４）とらふぐ 

       第８の３の（５）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 
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       第８の２の（６）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 

 

 （６）まこがれい  

       第８の２の（７）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 

 

 （７）やなぎむしがれい  

       第８の２の（８）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る期間は、下表のとおり

とする。 

（以下略） 

 

 ２ 第８の３の（１）～（８）に定める第２種特定海洋生物資源ごとの平

成２４年から始まる期間の漁獲努力可能量について都道府県別に定め

る量並びに対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、以下の（１）

～（７）のとおりとする。 

 

 （１）あかがれい 

       第８の３の（１）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る期間は、次のとおりと

する。 

 

 （５）まがれい 

       第８の３の（６）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 

 

 （６）まこがれい  

       第８の３の（７）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

（以下略） 

   

 （７）やなぎむしがれい  

       第８の３の（８）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る期間は、下表のとおり

とする。 

（以下略） 
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都道府県名 採捕の種類 期  間 漁獲努力量

（隻日） 

石川県 

 

 

小型機船底びき網漁業（う

ち手繰第１種漁業） 

 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

３，８８４

福井県 

 

 

小型機船底びき網漁業（う

ち手繰第１種漁業） 

 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

２，００６

京都府 

 

 

小型機船底びき網漁業（う

ち手繰第１種漁業） 

 

平成２４年４月

１日から平成２

４年５月３１日

まで 

５６０

 

 （２）さめがれい 

       第８の３の（３）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、次表

のとおりとする。 

 

都道府

県名 

採捕の種

類 

海 域 

 

期 間 

 

漁獲努力量

（隻日） 

青森県 

 

 

 

 

小型機船

底びき網

漁業（う

ち手繰第

１種漁業

青森県下北郡東通

村尻屋埼灯台中心

点と北海道函館市

恵山岬灯台中心点

を結んだ線以東の

平成２４年５月

１日から平成２

４年６月３０日

まで 

 

３８８
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 ） 青森県の地先水面   

 

 （３）さわら 

       第８の３の（４）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

       同一県に１つの採捕の種類に対して２つの期間を定めて各期間毎

に漁獲努力量を割り当てている県又は同一県に２つの海域を定めて各

海域毎に期間、漁獲努力量を割り当てている県又は同一県に２つの採

捕の種類に対して漁獲努力量を割り当てている県においては、各々の

期間間、採捕の種類間で漁獲努力量を再配分してはならない。 

 

都道府

県名 

採捕の種

類 

海 域 

 

期  間 

 

漁獲努力量

（隻日） 

大阪府 

 

 

さわら流

し網漁業

 

 

 

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１１月３０

日まで 

５，１３５

 

 

兵庫県 

 

 

 

 

 

さわら流

し網漁業

 

瀬戸内海 

 

 

平成２４年４月

２０日から平成

２４年６月１５

日まで 

３，１４０

 

 

はなつぎ

網漁業 

 

瀬戸内海 

 

 

 

平成２４年５月

６日から平成２

４年６月１５日

まで 

２，０２０

 

岡山県 さわら流  平成２４年４月 ６，７０５
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し網漁業

 

 

 

２０日から平成

２４年６月１５

日まで 

 

 

さわら船

びき網漁

業   

 

 

 

 

平成２４年５月

１日から平成２

４年６月１５日

まで 

７４

 

広島県 

 

 

 

 

 

 

 

 

さわら流

し網漁業

 

 

 

 

 

平成２４年４月

２０日から平成

２４年６月２０

日まで 

５，８１３

 

中型まき

網漁業（

うちさわ

らを採捕

目的とす

るもの）

 

 

 

 

 

平成２４年６月

１日から平成２

４年８月３１日

まで 

 

 

１，２８８

 

 

 

山口県 

 

 

 

 

 

さわら流

し網漁業

 

 

 

 

瀬戸内海 

 

 

平成２４年６月

１６日から平成

２４年７月３１

日まで 

６，７８７

 

 

瀬戸内海 

 

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１１月３０

日まで 

１３，４５５

 

徳島県 

 

さわら流

し網漁業

瀬戸内海 

 

平成２４年４月

１１日から平成

１，７３６
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   ２４年６月１５

日まで 

 

香川県 

 

 

さわら流

し網漁業

 

 

 

 

平成２４年４月

２０日から平成

２４年６月１５

日まで 

１０，４４０

 

愛媛県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さわら流

し網漁業

 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内海 

 

 

 

 

 

平成２４年４月

１日から平成２

４年６月３０日

まで 

１６，５９０

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１１月３０

日まで 

５，８８０

 

 

宇和海 

 

 

 

平成２４年１０

月１日から平成

２４年１２月３

１日まで 

７，４９０

 

 

福岡県 

 

 

さわら流

し網漁業

 

瀬戸内海 

 

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１２月３１

日まで 

１，４４０

 

 

大分県 

 

 

さわら流

し網漁業

 

瀬戸内海 

 

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１２月３１

日まで 

１３，５００
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 （４）とらふぐ 

       第８の３の（５）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

       同一の県に２つの海域を定めて各海域ごとに期間、漁獲努力量を

割り当てている県においては、各々の海域間で漁獲努力量を再配分し

てはならない。 

 

都 道 府

県名 

採捕の種類 

 

海 域 

 

期  間 

 

漁獲努力量

（隻日） 

愛知県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型機船底びき

網漁業（うち手繰

第３種漁業であ

ってとらふぐを

採捕するもの及

びその他の小型

機船底びき網漁

業） 

三河湾 

 

 

 

 

 

平成２４年１

０月１日から

平成２４年１

０月３１日ま

で 

 

 

３，２８７

 

 

 

 

 

小型機船底びき

網漁業（うちその

他の小型機船底

びき網漁業） 

伊勢湾 

 

 

 

平成２４年１

１月１日から

平成２４年１

１月３０日ま

で 

２，６３５

 

 

三重県 

 

 

 

小型機船底びき

網漁業（うちその

他の小型機船底

びき網漁業） 

伊勢湾 

 

 

 

平成２４年１

１月１日から

平成２４年１

１月３０日ま

２，０３１
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で 

 

 （５）まがれい 

       第８の３の（６）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表

のとおりとする。 

 

都 道 府

県名 

採捕の種

類 

海 域 

 

期 間 

 

漁獲努力量

（隻日） 

秋田県 

 

 

 

 

 

 

 

小型機船

底びき網

漁業（う

ち手繰第

１種漁業

） 

 

 

 

 

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１０月３１

日まで 

 

 

６５１

 

 

 

 

かれい固

定式刺し

網漁業 

秋田県の地先水面

（ただし第２種共

同漁業権水域を除

く） 

平成２４年２月

１日から平成２

４年３月３１日

まで 

３，０９９

 

 

山形県 

 

 

 

 

 

 

 

小型機船

底びき網

漁業（う

ち手繰第

１種漁業

） 

 

 

 

 

 

平成２４年９月

１日から平成２

４年１０月３１

日まで 

 

 

１，８７０

 

 

 

 

かれい固

定式刺し

 

 

平成２４年３月

１日から平成２

２，１４７
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網漁業  ４年４月３０日

まで 

 

新潟県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型機船

底びき網

漁業（う

ちその他

の小型機

船底びき

網漁業）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次のア、イ、ウ、

エの４点を順次結

んだ３線と最大高

潮時海岸線とによ

って囲まれた海域

ア 山形新潟両県

界の最大高潮

時海岸線上の

点 

イ アから西北西

の線上１５海

里の点 

ウ 新川河口中心

点と佐渡市鴻

ノ瀬鼻灯台中

心点とを結ぶ

線上新川河口

中心点から１

０海里の点 

エ 新川河口中心

点 

平成２４年９月

１６日から平成

２４年１０月３

１日ま 

で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，８４３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （６）まこがれい  

       第８の３の（７）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は、下表
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のとおりとする。 

 

都 道 府

県名 

採捕の種類 

 

海 域 

 

期  間 

 

漁獲努力量

（隻日）

山口県 

 

 

 

 

小型機船底び

き網漁業（う

ち手繰第２種

漁業及び手繰

第３種漁業）

周防灘 

 

 

 

 

平成２４年１

月１日から平

成２４年２月

１０日まで 

 

 

１１，６８５

福岡県 

 

 

 

 

小型機船底び

き網漁業（う

ち手繰第２種

漁業及び手繰

第３種漁業）

周防灘 

 

 

 

 

平成２４年１

月１日から平

成２４年２月

１０日まで 

 

２，１３０

 

 

 

 

大分県 

 

 

 

 

小型機船底び

き網漁業（う

ち手繰第２種

漁業及び手繰

第３種漁業）

周防灘 

 

 

 

 

平成２４年１

月１日から平

成２４年２月

１０日まで 

 

２，４４５

 

 

 

 

 

 （７）やなぎむしがれい  

       第８の３の（８）に定める漁獲努力可能量のうち都道府県別に定

める量並びにその対象となる採捕の種類に係る期間は、下表のとおり

とする。 

 

都道府県名 採捕の種類 期 間 漁獲努力量
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   （隻日） 

福島県  

 

 

小型機船底びき網漁業（う

ちその他の小型機船底び

き網漁業） 

平成２４年４月

１日から平成２

４年６月３０日

まで 

１，７７６

 

 

茨城県 

 

 

小型機船底びき網漁業（う

ちその他の小型機船底び

き網漁業） 

平成２４年４月

１日から平成２

４年６月３０日

まで 

１，９２０

 

 

 

 第１１～１２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１１～１２ （略） 

 


